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　　　　　　　　　　新規事業及び重要事業総括表

Ⅰ　総　額

　【一般会計】 （単位　千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 伸び率（％）

予算総額 24,756,289 25,797,498 △ 4.0

一般会計構成比 1.2% 1.3% 　　　　　－

  【就農支援資金貸付事業特別会計】 （単位　千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 伸び率（％）

予算総額 29,936 23,440 27.7

  【林業・木材産業改善資金特別会計】 （単位　千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 伸び率（％）

予算総額 20,650 20,650 0.0

  【本多静六博士育英事業特別会計】 （単位　千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 伸び率（％）

予算総額 36,240 42,602 △ 14.9

【参考　公共事業の予算額】　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　千円）

区　分 令和３年度 令和２年度 増　減 伸び率（％）

森林管理道 835,769 835,754 15 0.0

治　　　山 597,482 596,932 550 0.1

農業基盤 6,007,865 6,450,678 △ 442,813 △ 6.9

合　　　計 7,441,116 7,883,364 △ 442,248 △ 5.6

Ⅱ　主な新規事業及び重要施策

　　【埼玉県農林水産業振興基本計画が目指す将来像】

　　１　農林漁業者の経営能力を生かした競争力の高い農林水産業の実現

　　２　地域の特性に応じた、収益性が高く安定的な農林漁業経営に立脚する、持続性

　　　の高い農林水産業の実現

　　３　多面的機能が適切かつ十分に発揮される農林水産業及び農山村の実現

　　４　需要に対応し、消費者に信頼される良質かつ安全な農林水産物を安定供給でき

　　　る農林水産業の実現

―総括１―



（単位　千円）

１　農林漁業者の経営能力を生かした競争力の高い農林水産業の実現

Ｐ　１ 一部新規 未来型農業教育環境整備事業【農業支援課】 13,235

Ｐ　２ 農林水産試験研究の推進【農業政策課】 390,807

Ｐ　３ 農地中間管理事業の推進【農業ビジネス支援課】 329,407

Ｐ　４ 新規 特定家畜伝染病防疫体制強化事業【畜産安全課】 36,255

Ｐ　５ 新規 家畜保健衛生所機能強化事業【畜産安全課】 54,090

Ｐ　６ スマート農業の推進【農業支援課、生産振興課】 50,988

Ｐ　７ 新規 農業法人経営継続計画策定支援事業【農業支援課】 5,362

Ｐ　８ 森林・林業基盤の整備【森づくり課】 1,433,251

Ｐ　９ 農業生産基盤の整備【農村整備課】 5,499,072

Ｐ１０ 新規 高収益農業を実現するほ場整備実証事業【農村整備課】 40,000

３　多面的機能が適切かつ十分に発揮される農林水産業及び農山村の実現

Ｐ１１ 新規 森がつなぐ山とまちの未来事業【森づくり課】 9,000

Ｐ１２ 新規 水辺周辺活用事業(農業用水)【農村整備課】 508,793

Ｐ１３ 一部新規 埼玉ブランド農産物推進事業【農業ビジネス支援課】 9,323

Ｐ１４ 埼玉農産物輸出総合サポート事業【農業ビジネス支援課】 17,420

Ｐ１５ 一部新規 Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業【農産物安全課】 11,280

Ｐ１６ 新規 咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業【生産振興課】 8,029

Ｐ１７ 一部新規 県産米競争力強化プロジェクト推進事業【生産振興課】 12,744

Ｐ１８ 新規 狭山茶需要創出促進事業【生産振興課】 15,966

Ｐ１９ 一部新規 花きオンライン商談推進事業【生産振興課】 5,269

２　地域の特性に応じた、収益性が高く安定的な農林漁業経営に立脚する、持続性の高い
　農林水産業の実現

４　需要に対応し、消費者に信頼される良質かつ安全な農林水産物を安定供給できる
　農林水産業の実現

―総括２―



                                         一部新規
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未来型農業教育環境整備事業

担当 農業支援課  新規参入支援担当

                                  内線 ４０５２           

１ 目  的

  eラーニングシステムの導入により、遠隔講義など新しい生活様式に対応した高度な農

業教育を行う環境を整備する。

  また、農業大学校、農業高校、市町村等が連携し高校生の就農を支援するとともに、農

業大学校の学生が希望する進路に対応したコース別学習に農家子弟コースを新設するな

ど、カリキュラムの内容充実を図り、質の高い新規就農者を育成する。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1)新農業大学
校デジタルPR
推進事業

県

農業大学校の紹介動画を作成し、高校の進
路説明会等での活用により、より多くの情報
をもって効果的に農業大学校をPRする。

3,031 千円

(2)新農業教育
デジタルアー
カイブ化事業

県

eラーニングシステム導入により、農業大学
校の講義をクラウド内に蓄積し、場所や時間
を問わず学習できる環境を整備する。

3,080 千円

(3)高校生、農
業大学校生就
農促進支援事
業

県

農業教育連絡会議、高校生宿泊研修等を実
施し、就農を目指す高校生の支援を行う。ま
た、キャリア教育やチャレンジファームを行
い、農業大学校生の就農率向上を図る。

3,744 千円

(4)一部新農業大
学校カリキュ
ラム充実事業

県

希望進路に応じた専攻横断のコース別学習
を行い、多様化する就農形態に対応した農業
教育を実施する。

3,380 千円

３ 予 算 額  １３，２３５千円
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農林水産試験研究の推進

                   担当 農業政策課 企画・試験研究調整担当

                   内線 ４０３５

１ 目  的

  農林水産業の競争力を強化するため、環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブランド

となる品種の育成と普及、省力・低コスト・高品質生産技術の開発等の試験研究を行う

とともに、試験研究機能の強化に必要な施設等の整備を行う。

２ 事業内容

（１）農林水産試験研究費・運営費             ２１１，８２９千円

区  分 事業主体 内    容 予算額

ア 試験研究費 県

環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブラン

ドとなる品種の育成と普及、省力・低コスト・

高品質生産技術の開発等を行う。

147,277 千円

イ 運営費 県
県農林水産試験研究機関の円滑な管理・運営

を行う。
64,552 千円

（２）施設整備関連事業費                 １７８，９７８千円

区  分 事業主体 内    容 予算額

ア 農業技術研

究センター
県

豚舎・手術室改修工事、土地改良工事、

果樹作業舎改築工事 等
150,794 千円

イ 茶業研究所 県 農道舗装工事 等 28,184 千円

３ 予 算 額 ３９０，８０７千円

水稲    イチゴ        茶           観賞魚

埼玉ブランドとなる品種の育成

クリーンな培地で日持ちの

よい鉢花技術の確立
省力植栽につながるスギ

コンテナ苗生産技術の開発
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農地中間管理事業の推進

                                        担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当

                                        内線 ４０３３
１ 目  的

農業の生産性向上と農地の有効活用を図るため、担い手への農地の集積・集約化を

行う農地中間管理機構（以下「機構」という。）の運営や、機構が実施する畦畔除去によ

る区画拡大、用排水路の改修など農地の集積・集約化に必要な耕作条件の改善を支援

する。

２ 事業内容

（１）農地中間管理機構運営事業              １４８，５３７千円

区  分 事業主体 内   容 予算額

ア 農地中間管理機構運営事業 147,594 千円

(ｱ) 運営費 機構
機構の人件費・事務費、市

町村等への業務委託費
127,560 千円

(ｲ) 管理事業費 機構
転貸までの農地の賃借料・管

理料、土地改良賦課金
20,034 千円

イ 県推進事業 県 機構に対する指導等の経費 643 千円

ウ 農業構造改革

  支援基金積立金
県 基金運用益の積立 300 千円

（２）農地中間管理機構農地耕作条件改善事業（Ｐ.９「農業生産基盤の整備」の一部）

                             １８０，８７０千円

区  分 事業主体 内   容 予算額

区画整理 一式 機構

畦畔除去、均平作業等による

区画拡大、更新する必要のある

道水路等の整備【10地区】

180,870 千円

３ 予 算 額 ３２９，４０７千円

分散した農地・
小区画の農地

農地中間管理機構
((公社)埼玉県農林公社)

連 携

集積・集約化

借受け

機構運営費、農地

管理に要する経費

等の支援

市町村、農業委員会等

農地中間管理機構運営事業
農地中間管理機構

農地耕作条件改善事業

大区画化等
耕作条件の改善

貸付け

担い手、新規就農者、
企業参入等

県 規模拡大

・分散した農地
・小区画の農地

リタイヤ農家、経営転換農家、
土地持ち非農家等の農地
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特定家畜伝染病防疫体制強化事業

担当 畜産安全課 家畜衛生担当

内線 ４１７４         

１ 目  的

家畜衛生情報共有システムの構築等により、家畜伝染病発生時の迅速な防疫措置に必

要な各種情報を集約し、アフリカ豚熱や口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等の特定家

畜伝染病の発生防止及び発生時の対応力の強化を図る。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1) 防疫体制強化情

報収集事業
県

家畜衛生情報共有システムの作成及び

野生鳥獣侵入リスク調査
25,023 千円

(2) 疾病発生時初動

対応費
県 疾病発生に備えた初動対応経費 11,232 千円

               

３ 予 算 額 ３６，２５５千円

迅速な防疫対応による家畜伝染病のまん延防止

家畜衛生情報共有システム

〇 家畜保健衛生所が持つ既存情報

  紙、電子ファイルなどで保管

（Word、Excel、PDF、画像）

〇 発生時に必要となる情報の収集
  作業動線、畜舎内構造設備など
  農場のＶＲ画像等で詳細把握

〇 農場周辺の野生鳥獣の生息状況等を把握
〇 具体的な野生鳥獣侵入防止対策を検討

野生鳥獣侵入リスク調査

〇 防疫措置に必要な資材の運搬費用
〇 消毒ポイントの設置準備費用
〇 埋却や重機の準備費用

初動対応経費

農場見取り図定期報告書

畜舎内等を 360 度カメラで撮影しＶＲ化

情報をデジタル化して一元管理
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家畜保健衛生所機能強化事業

担当 畜産安全課 総務・畜産企画担当

内線 ４１８９          

１ 目  的

  家畜保健衛生所（以下「家保」という。）の老朽化への対応を図るとともに、併せて

業務の効率化やバイオセキュリティを向上させることにより、家畜防疫体制の強化を目

指す。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1) 施設整備事業 県
新たな家保の設置に向けた調査・設

計を行う。
49,000 千円

(2) 施設改修事業 県 川越家保の耐震診断を行う。 5,090 千円

３ 予 算 額 ５４，０９０千円
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スマート農業の推進

            担当 農業支援課 普及活動担当 内線４０４８

               生産振興課 総務・野菜担当 内線４０８２ 花き・果樹・特産・水産担当 内線４１５１

１ 目  的

  新たな農業技術を活用することにより、本県農業における「省力化」「効率化」「見え

る化」を進め、スマート農業を実現する。

２ 事業内容

（１）技術実証（スマート農業普及推進事業ほか）       ３５,００８千円

区  分 事業主体 内  容 予算額

ア スマート農

業普及推進事

業

県

農業者等

・スマート農業普及推進研究会の開催

・モデル経営体によるスマート農業技術の実証
21,530 千円

（２）普及実装（施設園芸先端サポート技術導入事業）     １５,９８０千円

区  分 事業主体 内  容 予算額

施設園芸先端サ

ポート技術導入

事業

県

農業者

等

・労働生産性向上のための生産・経営管理技術

の確立普及

・労働生産性向上のための機械・施設の導入

支援

15,980 千円

      統合環境制御装置         無人防除機      電動作業車       AI かん水施肥システム

３ 予 算 額 ５０,９８８千円

区  分 事業主体 内  容 予算額

イ 果樹産地再生支

援事業のうち未来

型果樹園実証展示

事業

県

・省力化機械の実証・展示

（農業技術研究センター久喜試験場）

・省力化効果の検証

13,478 千円

無人防除機 電動作業車 AI かん水施肥ｼｽﾃﾑ

スマート農業普及推進研究会の開催                

○本県スマート農業の方向性を示すアクションプランの随時見直し

○技術実証する内容や実証するモデル経営体選定の検討

○スマート農業３事業（スマート農業普及推進事業、未来型果樹園実

証展示事業、施設園芸先端サポート技術導入事業）を総括

○農業者への情報発信

モデル経営体

での実証

県内農家に

普及

データ

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

スマート農業普及推進事業 果樹産地再生支援事業のうち未来型果樹園実証展示事業

ロボットトラクター 経営・生産管理システム 品質検査機能付選果機 省力化効果の検証

情報発信
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農業法人経営継続計画策定支援事業

担当 農業支援課  経営体支援担当

                                  内線 ４０５５          

                                      

１ 目  的

大規模自然災害の頻発や新型コロナウイルス感染症の流行を契機に、農業経営における

リスクマネジメントとして経営継続計画（ＢＣＰ）への農業者の関心が高まっている。

そこで、自然災害や感染症の拡大などの不測の事態に備え、農業法人等におけるＢＣＰ

策定を支援することで、農業経営の安定化・強靭化を目指すとともに、県民生活に欠かせ

ない農産物の安定供給及び雇用の維持・確保を図る。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

農業法人経営継続

計画策定支援事業
県 県を代表する経営類型のモデルとなる農

業法人等に対して専門家を派遣し、経営の脆

弱性、課題等を抽出し、防災・減災などのリ

スク回避・軽減を目的とした経営継続計画

（ＢＣＰ）の策定を支援する。

5,362千円

３ 予 算 額 ５,３６２千円
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森林・林業基盤の整備

                     担当 森づくり課 治山・森林管理道担当

                     内線 ４３１４、４３１６       

１ 治山対策の推進

（１）目  的

   山崩れや荒廃渓流の復旧対策、災害の発生するおそれがある箇所の予防対策を行

うことにより、県民の安心・安全な暮らしを確保する。

（２）事業内容

区  分 事業主体 内  容

治山事業
県

市町村

山腹崩壊地や荒廃渓流等に治山施設を設置

【３５箇所】

（３）予 算 額 ５９７，４８２千円

２ 森林管理道の整備

（１）目  的

   森林管理道を整備することにより、適切な森林整備の推進と林業経営の効率化を

図るとともに、山村地域の生活道や災害時の迂回路としての機能を確保する。

（２）事業内容

区  分 事業主体 内  容

森林管理道整備事業

県

市町村

森林組合

森林管理道の開設、改良、舗装

【５２箇所】

   

（３）予 算 額 ８３５，７６９千円

合計 林業関係（公共事業） １，４３３，２５１千円

荒廃渓流の状況 治山施設の設置
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整備前

整備後 整備前 整備後

農業生産基盤の整備

                    担当 農村整備課 水利施設整備・農地整備担当
                    内線 ４３４７

１ 担い手を育む農地の整備

（１）目  的

  農地の大区画化や用排水路・農道等の整備により、農業生産性の向上と営農条件の改善

を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す農業経営

体の育成を促進する。

（２）事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

ア ほ場整備事業 県
農地の区画拡大と道路、用水路、排

水路等の一体的な整備 【11地区】
907,725千円

うち

埼玉型ほ場整備事業
県

畦畔除去による区画拡大など簡易

なほ場整備 【 4地区】
345,240千円

イ 農道整備事業 県
農道の保全対策

【 2地区】
342,300千円

ウ 団体営基盤整備

促進事業等

市町村

土地改良区等

小規模区域での農地、農道等の整備

支援 【17地区】
202,180千円

（３）予 算 額 １，４５２，２０５千円

２ 地域の安全を守る農地防災事業等

（１）目  的

  用排水路・排水機場・ため池等農業用施設の強化、機能低下の回復を図り、地震や洪水

等の自然災害に対する地域の安全性を向上させる。

（２）事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

ア かんがい排水事業

等
県

農業水利施設（用水路､排水路､排水

機場等）の整備及び補修 【16地区】
1,245,880千円

イ 農地防災事業 県
用排水路の改修、ため池等の耐震補

強 【26地区】
1,318,307千円

ウ 団体営基盤整備

促進事業等

市 町 村

土地改良区

小規模区域での用排水路等の整備、

耐震計画策定等の支援 【80地区】
1,482,680千円

（３）予 算 額 ４，０４６，８６７千円

合計 農業基盤整備関係（公共事業）※水辺周辺活用事業(農業用水)除く ５，４９９，０７２千円

    【担い手を育む農地の整備】           【地域の安全を守る農地防災事業等】
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高収益農業を実現するほ場整備実証事業

                         担当 農村整備課 企画担当

                         内線 ４３４５

１ 目  的

水田地帯における農業の高収益化を図るため、排水改良を中心とするほ場整備を行い、

野菜の生産による高い収益性を実証する。

  中川上流地区の水田地帯で、ほ場内に暗渠排水を埋設して地下水を下げ、野菜生産に

適したほ場を整備し、野菜等の産地形成を図る。

２ 事業内容

区   分 事業主体 内         容

高収益農業を実現する

ほ場整備実証事業 県

実証ほ場の整備

・調査計画 一式

・暗渠排水等による排水改良工事 2ha

３ 予 算 額  ４０，０００千円

【効果の実証】                               

                                    畑作に意欲のある農家により、

                      水田地帯で高品質で安定した野菜

                      生産が可能であることを実証する。

                                           

                                                     

【実施場所】                     

                      中川上流地区で排水改良を進め、           

                     水稲主体の営農から、より収益性の

                     高い野菜等の作物への転換を図る。

                     （加須市、羽生市）

【整備内容】

                      水田地帯で本格的な野菜生産が行

                     えるよう、排水路を深くして排水効

                     果を高め、地下水位を低下させる。

中川上流地区

小松菜 タマネギ
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森がつなぐ山とまちの未来事業 

 

                      担当 森づくり課 総務・森林企画担当  

                      内線 ４３１３ 

 

１ 目  的 

 都市部の市町と山側の市町村が連携して森林を整備し、森林の公益的機能の維持・発

揮を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

地域間連携森林整備

等促進事業 
県 

 「マッチングサポートセンター(仮称)」

を設置し、市町村間の森林整備等に係る協

定締結への支援を行う。 

9,000千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ９，０００千円 

都
市
部
の
市
町 

【 県 】 
 

マッチング 
サポート 

① 山側に対する都市部 
   のニーズを収集 

② 都市部のニーズを 
   山側に提供 

 ③ 山側が提供できる 
    メニューを収集 

森林整備の支援（森林環境譲与税） 

木工製品の提供、森林教育フィールドの提供、交流ツアーの提案等 

 ④ ニーズにマッチした 
    メニューを紹介 

山
側
の
市
町
村 
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水辺周辺活用事業（農業用水）

                        担当 農村整備課 農村環境担当

                        内線 ４３４８

１ 目  的

  埼玉県では、県民誰もが川に愛着を持ちふるさとを実感できる「川の国埼玉」を実現

するため、「清流の復活」と「安らぎとにぎわいの空間創出」により「川の再生」に取り

組んでいる。

  そこで新たな事業として、農業生産のために維持されてきた身近な水辺の魅力が実感

できるよう水辺空間を整備するとともに、用水路沿線の直売所等と連携し新鮮な農産物

を供給している都市近郊農業についての理解を深める。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

水辺周辺活用事業

（農業用水）

県

市町村

農業用水における環境配慮護

岸、遊歩道の整備等

508,793 千円

３ 予 算 額 ５０８，７９３千円

【イメージ：東京葛西用水地区（草加市）】

（整備後）

《地域との連携協働》

水路と遊歩道を整備し、

直売所等からの来訪者を

呼び込み、水辺の賑わい

を創出

地元自治会

や活動団体

が草刈りや

清掃などを

行い、維持

管理を実施

－地域振興－
・県へ事業提案

・協議会を運営して

提案を具体化

・振興施設の整備

（公園、案内看板等）

・イベント企画等で利活用促進  

・住民や関係団体等と維持管理

・沿線農業の魅力発信

市町村

県
－水辺空間の整備－
・県のノウハウを生かして

地域振興に資する水辺づくり

・利活用や維持管理を応援

住民、民間団体
－利活用や維持管理－
・地域振興イベント等の実施

・ｳｫｰｷﾝｸﾞや散策等で利用

・清掃活動等の維持管理連携
協働

【取組内容】

（整備前）
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埼玉ブランド農産物推進事業

               担当 農業ビジネス支援課 販売対策・６次産業化担当
               内線 ４１０６

１ 目 的

県民の豊かな食生活を支え、生産者の経営安定と所得向上を実現するためには、埼玉

ブランド農産物を創出し、需要の拡大を図りながら販売していく必要がある。

そこで、県が育成した品種を中心にブランド力の強化を図るとともに、県産農産物の

販売促進に取り組み、実需者や消費者から広く認知されることで、県産農産物の需要を

拡大する。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1)県産農産物販

売戦略推進事業

県 埼玉県産農産物の総合的な販売対策を検討

するとともに、ブランド化を戦略的に取り組

む体制を整備する。

760千円

(2)県産農産物ブ

ランド力強化事

業

県 県が育成したオリジナル品種を中心に、他

産地との差別化ができる商品づくりによるブ

ランド力の強化を図るとともに、販売促進活

動を通じて高付加価値化を図る。

2,686 千円

(3)一部新県産農

産物情報発信強

化事業

県 ポータルサイトやＳＮＳなどの各種デジタ

ルツールを有効活用した情報発信を強化する

とともに、クチコミキャンペーンを実施する

ことにより県産農産物の認知度向上及び購入

意欲の促進を図る。

3,772 千円

(4)県産農産物販

売促進事業

県 県産農産物の認知度向上と消費拡大を図る

ために、関係機関等と連携し、直売所や駅、量

販店等におけるプロモーションを行う。

2,105 千円

３ 予 算 額 ９,３２３千円
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埼玉農産物輸出総合サポート事業 
 

                担当 農業ビジネス支援課 販売対策・６次産業化担当 

                                内線 ４１０７ 

１  目  的 

 新型コロナウイルスの影響下で新しい生活様式が浸透したことにより、消費構造が変化

し、多くの既存販路の需要が減少している。 

 一方、海外での日本食ブームの広がりや、アジア諸国での経済成長、世界的な人口増加

により、高品質で安全な本県農産物の輸出可能性が高まり、需要増加が見込まれ、海外で

の商機が増している。 

 そこで、県産農産物の新規販路を開拓するため、輸出を志向する生産者団体等への情報

提供や、輸出先国でのフェア・商談、輸出のニーズに対応した段階に応じた輸出支援を行

い、県産農産物の輸出力の向上を図る。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)農産物輸出推

進事業 

 

県  埼玉農産物輸出促進協議会を運営し、県産農産

物の輸出促進を支援する。 

 海外においてライブコマースや現地での商談

など適切な手法を活用し、県産農産物の認知度を

向上させ、バイヤーへの窓口を広げて販路の拡大

を目指す。 

 また、国内において商談会へのバイヤー招へい

を実施し、海外販路開拓・拡大を支援する。 

２，８９０千円 

 

  

(2)狭山茶輸出販

路拡大事業 

 

県  狭山茶の新たな販売先として、日本茶の新たな

市場であるフランス等において、狭山茶のＰＲや

商談を通じて、継続的な販売につながる販路を確

保する。 

４，５３０千円 

 

 

(3)ＧＦＰグロー

バル産地づく

り推進事業 

生産者団体

等 

 輸出相手国のニーズや規制等に対応したグロ

ーバル産地の形成を進めるため、計画策定、生産・

加工体制等の取組を実施する生産者団体等を支

援する。 

１０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １７，４２０千円 

普及啓発
〇埼玉農産物輸出促進協議会

・輸出取組情報の共有

・規制・制度の情報提供

産地形成・販路開拓

〇産地形成
・輸出に向けた生産体制の整備

〇海外商談会で商談
・新規輸出国での商談・ＰＲ
による新規販路開拓

〇バイヤー招へい
・農商工連携フェアでの
バイヤー招へい

販路拡大

〇市場の拡充
・開拓した販路での更なる
需要拡大に向けた消費者を
対象とするＰＲ等の実施

・開拓した販路での更なる
販売量の拡大

県
産
農
産
物
の 

販
路
拡
大 
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Ｓ－ＧＡＰ加速化推進事業

担当 農産物安全課 安全生産・有機担当

           内線 ４０４９

１ 目 的

県民生活におけるリスクの低減や、安全・安心の確保が求められる中、Ｓ－ＧＡＰの

取組の普及拡大を加速化させて、安全・安心な農産物を広く県民に供給する。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1) 新安全安心農産物

生産基地づくり

県 Ｓ－ＧＡＰ実践農場の集団評価の促進を図るため、

集団評価取組マニュアルの作成やそのマニュアルを活

用した研修会及び農業者向けＳ－ＧＡＰ実践農場見学

ツアー等を開催する。

4,787千円

(2) 一部新Ｓ－ＧＡ

Ｐ認知度向上

県 流通・加工業者や消費者のＳ－ＧＡＰ認知度を向上

させるため、量販店等でのＳ－ＧＡＰコーナーの設置

や各種イベント等でのＰＲ活動を行う。

2,114千円

(3) Ｓ－ＧＡＰ普及

推進

県 国のガイドライン見直しに対応したＳ－ＧＡＰ仕様

の改定や農業者へのＳ－ＧＡＰ普及指導を担う指導

員、評価員の育成を行う。

農業教育機関のＧＡＰ取得に対する支援を行う。

4,379千円

３ 予 算 額 １１，２８０千円
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咲いた 米・みらいプロジェクト推進事業

担当 生産振興課 主穀担当

   内線 ４１４５      

１ 目  的

  県民の食生活の最も基本的な糧になるべき「県産米」を、将来に渡って安定供給が可

能なものとするため、気候変動に対応する生産対策を一層進めるとともに、生産の根本

となる原種等について、非常時にも対応できるリスク管理体制を構築する。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1)気候変動に対応

した安定生産対

策

県
気候変動に対応する新品種の安定

生産技術の開発を推進する。   1,911 千円

(2)リスク管理体制

整備 県

原種等の分散保管のための保管場

所を整備する。   6,118 千円

３ 予 算 額 ８，０２９千円

・気候変動に負けない安定生

産の実現

＝県民への安定した食糧供給

・優良な種子の品質確保及び

安定供給

＝安心・安全の未来への投資

県産米全体の収益の向上＋県の責務としての原種等の供給

＝生産者の継続的な経営・種子の安定供給

(2)リスク管理体制整備

原種等の分散管理施設の整備

(1)気候変動に対応した安定生産対策

新品種の安定生産技術開発の推進
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県産米競争力強化プロジェクト推進事業

担当 生産振興課 主穀担当

内線 ４１４５     

１ 目  的

  主食用米の需要が減少する中で、県産米の販売促進や消費拡大を支援していくことで、

競争力強化を図り、県産米全体の評価を向上させる。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1)新販売促進対

策 県
県産米を取り扱う量販店を増やす

ための販売促進対策を行うことで、県

産米の更なる消費拡大を図る。

7,847 千円

(2)ブランド定着

  支援

県

埼玉うま
い米づく

り推進協
議会

統一デザインの使用管理要領に基

づく運用やＳＮＳ媒体の運営・管理、
埼玉うまい米づくり推進協議会に対

する活動の支援などを通して、県産米
のブランドの定着を図る。

   4,897 千円  

３ 予 算 額 １２，７４４千円

(1)販売促進対策

県産米を取り扱う量販店を増やす

ための販売促進活動の実施

(2)ブランド定着支援

統一デザインの使用管理要領

に基づく運用やＳＮＳ媒体の

運営・管理、埼玉うまい米づくり

推進協議会に対する活動の支援

県産米の更なる販売促進・消費拡大

県産米全体の競争力強化・評価向上

生産者の所得向上
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狭山茶需要創出促進事業

担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当

内線 ４１４６              

１ 目  的

  全国的に茶葉（リーフ茶）の消費が減少する中、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により、狭山茶の需要は更に落ち込んでいる。「オンライン狭山茶まつり」やレシピコ

ンテスト等の開催により茶葉の新たな需要を創出し、茶葉全体の需要回復を図る。

２ 事業内容

区  分 事業主体 内  容 予算額

(1)狭山茶販売促進事業 県 「オンライン狭山茶まつり」を

開催し、茶葉の消費につながる取

組を実施する。

4,983 千円

(2)新たな需要創出事業 県 レシピコンテストの開催や飲食

店等の商品化に向けた取組を支援

する。

8,879 千円

(3)狭山茶ＰＲ事業 県 ＳＮＳアプリ「Instagram」を活

用したＰＲ事業を実施する

2,104 千円

３ 予 算 額 １５，９６６千円
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花きオンライン商談推進事業

                  担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当

                  内線 ４３８１

１ 目 的

  新型コロナウイルス感染拡大により緊急事態宣言が再発令され、イベントや営業の自

粛のため、花き業界は再び苦境に立たされることが予想される。このため、コロナ禍

に対応した商談システムの導入を支援し、いかなる状況下でも持続的に発展できる花

き産業の確立を図る。

２ 事業内容

区 分 事業主体 内  容 予算額

(１)新花きオンライン

商談推進事業

県

生産者団体等

オンライン商談システム

の導入支援、新規取引の促

進

3,750 千円

(２)ニーズに合わせた

商品開発支援事業

県

生産者団体等

新たな販路開拓・新たな

顧客のニーズに対応した商

品の開発支援

1,519 千円

３ 予 算 額 ５，２６９千円

     

オンライン商談システム


